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既設装置の給水装置認定取扱要綱 
 
（目 的） 

第１条 この要綱は、既存の井水装置及び受水槽以下装置（以下「既設装置」とい

う。）を千葉県水道事業給水条例第３条第１項に定める給水装置（以下「装置」

という。）として再使用する場合の取扱いについて定めるものとする。 
 
 （認定の条件） 
第２条 既設装置は、飲料水の供給施設として使用されていたものであり、次の各

号の条件をすべて満たしているもの、又は満たすよう取替えにより改善されたも

のとする。 
  一 使用している給水管及び給水用具の構造及び材質が水道法施行令第６条に

規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合しているものであること。 
 二 材質及び構造による水質汚染、老朽化による漏水のおそれがないものである

こと。  
三 当該装置以外の水管その他の設備等と完全に切り離されているものである

こと。 
 
 （認定基準） 
第３条 給水装置としての認定は、千葉県企業局給水装置工事検査要綱に基づく工

事検査により、第２条及び別紙に掲げる事項を満たしていると認められる場合に

行うものとする。 
 

 （申 請） 
第４条 申請の方法は、千葉県水道事業給水条例施行規程第２条の規定によるもの

とし、次の各号に掲げる事項を調査した既設装置調査報告書（別記第１号様式）、

必要に応じて前条に定めた水質試験等の結果表を添付するものとする。             

 一 第２条（認定の条件）の確認       
二 前条別紙に規定する漏水確認 

   

 （申請書の記載） 
第５条 申請書の記載は、次の各号によるものとする。          
 一 配管図における表示は、既設装置を再使用する部分は点線、再使用しない部

分は二重点線で表示するものとする。    （参考例－１） 
  二 使用材料の管種、口径及び延長は、既設装置及び新設する装置のすべてを記

載するものとする。            （参考例－１） 
  三 使用材料は、既設装置分を既設装置材料と明示し、新設する装置と区分でき

るよう記載するものとする。        （参考例－２） 
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   附 則 
１ この要綱は、平成８年６月１日から施行する。 
２ 既設井水装置の給水装置認定取扱い要綱（昭和４５年１０月１日実施）は、廃

止する。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正前の既設装置の給水装置認定取扱要綱第４条の規定による申請の認定基

準は、改正後の給水装置認定取扱要綱第３条の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 
      附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、平成１２年１月１日から施行する。 
  （経過措置） 
２ この要綱の改正前に改正前の既設装置の給水装置認定取扱要綱の規定により

調製した用紙は、改正後においても、当分の間、所要の調整をして使用すること

ができる。 
   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の既設装置の給水装置認定取扱要綱第４条の規定による申請の認定を

受けた給水装置については、改正後の給水装置認定取扱要綱第３条の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正前の既設装置の給水装置認定取扱要綱第４条の規定による申請の認定基

準は、改正後の給水装置認定取扱要綱第３条の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 
附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
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附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 
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別紙（第３条：認定基準） 

 

一 更生工事の履歴がない既設装置から直結（直圧、増圧）方式にする場合 

① 既設配管の耐圧試験： 

ア 直結直圧方式にする場合：０．９８ＭＰａを 1分間加え漏水確認 

イ 直結増圧方式にする場合：１．２ＭＰａを 1分間加え漏水確認 

② 水質試験   

  ア 井水装置 

給水装置工事検査要綱第６条五に規定する水質試験 

  イ 受水槽以下装置 

   水道法第４条に定める水質基準を満足していることを確認する 

水質試験：水道法第２０条第３項に規定する者による 

採水方法：毎分５Lの流量で５分間捨て水し、その後１５分間滞留させ 

採取 

    試験項目：味、臭気、色度、濁度 

 

二 更生工事の履歴がある受水槽以下装置で、ライニングした塗料、工法、及び施

工状況が明らかな場合 

① 既設配管の材質 

塗料が構造材質基準に適合した製品である場合は、施工計画・施工報告書及

び塗料の浸出性能基準適合証明書の確認 

ただし、第三者認証品の場合は当該機関の認証登録証の写しの確認 

② 既設配管の耐圧試験 

ア 直結直圧方式にする場合：０．９８ＭＰａを 1分間加え漏水確認 

イ 直結増圧方式にする場合：１．２ＭＰａを 1分間加え漏水確認 

③ 浸出性能確認の水質試験（適切な施工が行われたことを確認する） 

確認方法：公的検査機関で浸出性能試験を行い構造材質基準に基づく浸出等

の基準適合を確認 

     なお、構造材質基準に基づく浸出性能試験に対応できる設備が

整い、適正な試験結果を求めることができる、水道法第２０条第

３項に規定する厚生労働大臣の登録を受けた者も公的検査機関と

同等とする 

採水方法：水道水を毎分５L の流量で５分間捨て水し、その後１５分間滞留

させ採取するとともに、管内の水をすべて入れ替えた後の水を対

照水として採取する 

試験項目：味、臭気、色度、濁度のほか、更生工事に使用された塗料から浸

出する可能性のある項目 
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三 更正工事の履歴がある受水槽以下装置で、ライニングした塗料・工法及び施工

状況が確認できない場合 

① 既設配管の耐圧試験 

ア 直結直圧方式にする場合：０．９８ＭＰａを 1分間加え漏水確認 

イ 直結増圧方式にする場合：１．２ＭＰａを 1分間加え漏水確認 

② 浸出性能試験 

確認方法：既設管を一部サンプリングし公的検査機関で構造材質基準に基づ

く浸出性能試験を行い浸出等の基準適合の確認 

サンプリングが困難な場合は、公的検査機関で水質試験を行い

浸出等の基準適合の確認 

      なお、構造材質基準に基づく浸出性能試験に対応できる設備が

整い、適正な試験結果を求めることができる、水道法第２０条第

３項に規定する厚生労働大臣の登録を受けた者も公的検査機関と

同等とする 

採水方法：水道水を１６時間滞留させた水（受水槽等の水が混入していない

もの）を採取するとともに、管内の水をすべて入れ替えた後の水

を対照水として採取する 

試験項目：味、臭気、色度、濁度のほか、浸出等に関する基準別表第１のす

べての項目 
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別 記  

 第 １ 号 様 式  

 

既 設 装 置 調 査 報 告 書          

 

                             年   月   日  

 

   千 葉 県 企 業 局 長       様  

 

              指 定 給 水 装 置 工 事 事 業 者 名  
 

              給 水 装 置 工 事 主 任 技 術 者 名           ㊞  

 

こ の こ と に つ い て 、 既 設 装 置 の 給 水 装 置 認 定 取 扱 要 綱 第 ４ 条 の 規 定 に よ り 、     

 下 記 の と お り 報 告 い た し ま す 。  

 記  
 
    
  装 置 種 別    井 水 装 置   ・   受 水 槽 以 下 装 置   

    
  

  工 事 場 所   

    
  

  申 請 者 氏 名   

    
  

  既 設 水 栓 番 号   

    
   
 使 用 材 料 の 確 認 

 ・ 水 道 法 施 行 令 第 ６ 条 の 基 準 に 適 合 し て い る   

   
  ・ 適 合 し て い な い の で 改 善 が 必 要 （        ）   
    

  
 

 構 造 の 確 認 
 ・ 異 常 な し   

  ・ 異 常 有 り    （               ）   
    

  
  他 の 水 管 、 設 備 と の  ・ 切 離 可 能   

  切 離 確 認  ・ 切 離 不 可 能   （               ）   

    
  

  水 圧 試 験  ・ 漏 水 な し   

  （ 0.98又 は 1.2MPa）   ・ 漏 水 有 り    （               ）   

    
  

    

  申 請 者 の 意 見   年   月   日   

         申 請 者 氏 名            印   

    
 

  備  考   

   

   
 

＊ １ （   ） 内 に 改 善 内 容 を 記 入 の こ と      

２  申 請 者 の 意 見 欄 は 、 申 請 者 が こ の 報 告 書 に 記 載 さ れ て い る 内 容 を 確 認  

    し た 旨 を 記 入 す る こ と 。  

   ３  水 圧 試 験 欄 の 1.2 MPaは 、 直 結 増 圧 方 式 で の 耐 圧 試 験 水 圧 で あ る 。  
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例  １  

平 面 図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立 面 図  
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 例 － ２  
 
   
  使用材料表  

           員    数   

    品    名   形  寸      
     設  計   精  算   

            
  サ ド ル 分 水 栓 ｍｍ      箇          箇   
       

    
  公       
       

    
       
       

    
  道       
       

    
       
       

    
  分       
       

    
       
       

    
       
       

    
       
       

     
  量 水 器     ｍｍ       箇          箇   
       

    
       
  宅       

    
  量 水 器 筐       箇         箇   
       

    
  地       
       

    
       
  分       

    
       
  

 

     
     

 
 
 
 

    
    

既設装置材料    

硬質塩化ビニル管 １３mm ２．０ｍ  

ビニルライニング鋼管 B  〃 ３．３ｍ  

万能ホーム水栓  〃 ２個  

    

    

使用材料は、水道法施行令第６条に規定する基準に適合していること 
   を確認しました。 
     給水装置工事主任技術者 
      氏名                  印 

 



給水装置の一部先行工事取扱要綱

（目 的）

第１条 この要綱は、道路舗装その他の工事に先行して、給水装置の一部を施行する場合

に必要な事項を定めるものである。

（用語の定義）

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。

一 「給水装置の一部先行工事（以下「一部先行工事」という。）」とは、配水管分岐位

置から止水栓先までの工事をいう。

二 「担当員」とは、水道事務所長（千葉県企業局組織規程（昭和３４年千葉県水道局

管理規程第３号）第２条第３項に規程する水道事務所の長をいう。）が指定する職員を

いう。

三 「代理人」とは、千葉県水道事業給水条例（以下「給水条例」という。）第６条に定

める当該工事を施行する指定給水装置工事事業者をいう。

四 「申請者」とは、一部先行工事の申込みをする者をいう。

五 「買受人」とは、分譲地等の買受けをした者をいう。

六 「構成員」とは、未普及地区等の給水要望をした者をいう。

（適用範囲）

第３条 この要綱の適用範囲は、給水装置工事に係る将来計画が明確なもので、次の各号

に掲げるものとする。

一 道路管理者等が施行する道路舗装の新設又は改良等の工事区間において、申請者か

ら先行工事の申込みがあり、必要と認められるもの。

二 当局が施行する配水管布設工事区間において、申請者から先行工事の申込みがあり、

配水管布設工事と同時施行することがやむを得ないと認められるもの。

三 申請者施行による配水管布設工事においても、当該配水管を当局所管とみなし前号

二と同様の取扱いとする。

（給水条例等との関係）

第４条 一部先行工事の施行にあたっては、千葉県水道事業給水条例及び同施行規程（以

下「施行規程」という。）並びに給水装置工事施行基準等を遵守しなければならない。

（一部先行工事の承認申請等）

第５条 一部先行工事の承認申請にあたっては、施行規程第２条に規定する給水装置新設

（増設・改造）承認申請書（第１号様式）及び給水装置工事（新設、増設・改造）設計

・精算書（第１号様式の２）を提出しなければならない。

２ 承認申請は、申請者を取りまとめ、代表者が一括して申請することができる。

３ 承認申請には、前記第１項に定める書類のほかに、次の書類を添付しなければならな

い。
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ただし、必要がないと認められるものは、この限りでない。

一 給水管取出位置図（５００分の１の区画図に記載）

二 承認の条件に係る誓約書

三 代表者が一括して承認申請をする場合には、承認申請事務に係る委任状及び構成員

等の名簿

四 その他当局が必要と認める書類

４ 給水装置の口径は、団地及び分譲地等の状況（例えば区画面積、下水道の完備、将来

計画）から適当な口径としなければならない。

なお、適正な取出口径等を決定するため、専用住宅であることが明らかな場合を除き、

事前に協議しなければならない。

（承認の条件）

第６条 一部先行工事の承認条件は、次の各号に掲げるとおりとする。

一 申請者、買受人又は構成員が一部先行工事で施行した給水装置以降の給水装置工事

を行なうときは、必ず給水条例第５条に定める承認を受けなければならない。

二 一部先行工事で施行した給水装置が不用となったときは、申請者、買受人又は構成

員の負担により撤去するものとする。

三 一部先行工事で施行した給水装置は適切に管理するとともに、盗難又は施工不良に

より使用不能となったときは、申請者、買受人又は構成員の負担により原形に回復す

るものとする。

四 申請者、買受人又は構成員が第三者に売渡し又は譲渡するときは、前記各号をその

者に引き継がなければならない。

（施工範囲及び留意事項）

第７条 一部先行工事の施工範囲及び留意事項は、次の各号に掲げるとおりとする。

ただし、維持管理上必要と認められるときは、別の条件を付加することができる。

一 ボール式伸縮止水栓は、原則として、道路と宅地の境界線からおおむね２ｍ以内に

設置しなければならない。

二 伸縮可とうボール止水栓又はボール止水栓（乙）を設置する場合は、伸縮可とうボ

ール止水栓又はボール止水栓（乙）の先０．５ｍまで布設しなければならない。

三 口径５０mm以上については、止水栓先１ｍまで布設しなければならない。

四 ボ－ル式伸縮止水栓を完全に閉めた後、閉栓プラグを設置するとともに、当該止水

栓のコネクタ－を抜き、封印しなければならない。

また、ポリエチレンスリーブ被覆等の防食措置を講じなければならない。

五 ボール式伸縮止水栓は、埋設表示杭等により止水栓の位置を明示しなければならな

い。（図－４参照）

六 伸縮可とうボール止水栓、ボール止水栓（乙）又はソフトシール弁を完全に閉めた

後、止水栓筺又は仕切弁筺の中に「この水道を無断で使用すると罰せられます。」と記

載した札を取付け、封印しなければならない。（図－５・１及び図－５・２参照）



七 一部先行工事で施工した給水装置の末端には、キャップ、栓又はパイプエンドを設

置しなければならない。

ただし、鋳鉄管を使用するときは、抜け出し防止のための防護措置を講じなければ

ならない。（図－６参照）

（通水試験）

第８条 封印及び栓取付け前に、通水試験を行うとともに、その状況を写真撮影し、担当

員に提出しなければならない。

２ 通水試験完了後、ボール式伸縮止水栓のコネクターを取外し、担当員に提出しなけれ

ばならない。

（工事検査）

第９条 一部先行工事は、「給水装置工事検査要綱」に基づき検査するものとする。

２ 担当員は、必要に応じ通水試験を行うことができる。

附 則

この要綱は、昭和４８年１０月１日から実施する。

附 則

この要綱は、昭和５０年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成 ５年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１０年４月１日から実施する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１２年１月１日から実施する。

（経過措置）

２ この要綱の改正前に改正前の給水装置の一部先行工事取扱要綱の規定により調製した

用紙は、改正後においても、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成１６年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成２９年４月１日から実施する。

附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から実施する。
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（参考例１）

誓 約 書

年 月 日

千葉県企業局長 様

住 所

ふりがな

氏 名 ㊞

電話番号

個人が誓約する場合は、誓約者の氏名
を自署することにより、押印を省略す
ることができる。

私は、下記場所における給水装置の一部先行工事の承認申請をしましたが、下記事項

を遵守することを誓約します。また、買受人に下記事項を遵守することを周知します。

なお、買受人がこれに違反した行為をした時は、私が一切の責任を負うことを誓約し

ます。

記

１ 申請場所 市 丁目 番 号

２ 誓約事項

(1) 一部先行工事で施行した給水装置以降の給水装置工事を行なうときは、必ず給水

条例第５条に定める承認を受けるよう周知させます。

(2) 一部先行工事で施行した給水装置が不用となったときは、買受人の負担により撤

去させます。

(3) 一部先行工事で施行した給水装置は適切に管理させるとともに、盗難又は施工不

良により使用不能となったときは、買受人の負担により原形に回復いたします。

(4) 一部先行工事で施行した給水装置を第三者に売渡又は譲渡する時はこの条件を継

承させます。
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（参考例２）

誓 約 書

年 月 日

千葉県企業局長 様

住 所

ふりがな

氏 名 ㊞

電話番号

個人が誓約する場合は、誓約者の氏名
を自署することにより、押印を省略す
ることができる。

私は、下記場所における給水装置の一部先行工事の承認申請をしましたが、下記事項

を遵守するとともに、これに違反する行為があったときは一切の責任を負うことを誓約

します。

記

１ 申請場所 市 丁目 番 号

２ 誓約事項

(1) 一部先行工事で施行した給水装置以降の給水装置工事を行なうときは、必ず給水

条例第５条に定める承認を受けます。

(2) 一部先行工事で施行した給水装置が不用となったときは、私の負担により撤去い

たします。

(3) 一部先行工事で施行した給水装置は適切に管理するとともに、盗難又は施工不良

により使用不能となったときは、私の負担により原形に回復いたします。

(4) 一部先行工事で施行した給水装置を第三者に売渡又は譲渡する時は、この条件を

継承いたします。

注）各自から提出させることが原則であるが、一括名簿処理でもよいこととする。



（参考例３）

委 任 状

年 月 日

千葉県企業局長 様

住 所

委任者 ふりがな

氏 名 ㊞

電話番号

個人が誓約する場合は、誓約者の氏名
を自署することにより、押印を省略す
ることができる。

住 所

代表者 ふりがな

氏 名

電話番号

私は、下記場所における給水装置の一部先行工事を承認申請をすることになりました

が、承認申請等事務処理の一切を上記代表者に委任します。

記

１ 申請場所 市 丁目 番 号

注）各自から提出させることが原則であるが、一括名簿処理でもよいこととする。
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給 水 装 置 工 事 検 査 要 綱                

 

 （趣  旨）  

第１条 この要綱は、千葉県水道事業給水条例（昭和３６年千葉県条例第４６号。以下                                     

「条例」という。）第６条の３の規定による給水装置工事の工事検査に関し必要な事項

を定めるものとする。 

 

 （工事検査）                                  

第２条 千葉県企業局長（以下「局長」という。）は、千葉県水道事業給水条例施行規程 

（昭和４６年千葉県水道局管理規程第１４号。以下「施行規程」という。）第８条の申 

 請に係るすべての給水装置工事について工事検査を行うものとする。 

  また、局長が必要と認めるときは、工事の施工過程においても行うものとする。 

 

 （検査員）  

第３条 検査員は、水道事務所長（千葉県企業局組織規程（昭和３４年千葉県水道局管理 

規程第３号）第２条第３項に規定する水道事務所の長をいう。）が指定する職員をもっ

てあてるものとし、工事検査は原則として１名の検査員で行うものとする。 

  ただし、水道事務所長は、給水装置工事の規模等に応じて検査員の数を変更すること 

ができる。 

 

 （工事検査の立会い）  

第４条 工事検査の立会いは、水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）第３６条 

第１号の規定により、当該給水装置工事を行う者として指名された給水装置工事主任技 

術者とする。                  

  ただし、特段の事情があるときは、当該給水装置工事に精通している者を立会者とす 

ることができる。  

 

 （確認の報告）                        

第５条 指定給水装置工事事業者は、水道法第２５条の４の規定に基づき当該給水装置工 

 事について確認し、その結果について工事検査申請書提出時に給水装置工事確認書    

 （別記第３号様式）により局長に報告しなければならない。 

  ただし、特段の事情があるときは、報告を工事検査時とすることができる。 

  

 （検査事項及び方法）                 

第６条 工事検査は、施行規程第２条第２項に規定する給水装置工事（新設・増設・改                                     

造）設計・精算書（第１号様式の２。以下「精算書」という。）、工事写真及び給水装置 

工事確認書、その他の関係書類に基づき工事の実施状況について、水道法施行令（昭和 

３２年政令第３３６号。以下「令」という。）及び条例により、次の各号に掲げる項目を 

確認するものとする。 

 一 配管状況の確認 

   次に掲げる項目について確認することとするが、現場の状況により確認できない部 

  分については、写真により確認すること。  
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  イ  給水管の種類、管径及び布設延長        

  ロ  給水管の埋設深度 

  ハ  給水管の接合（分岐箇所、屈曲部） 

  ニ  給水管の防護措置 

    防寒、防露、防食、防護等の特殊施工について確認すること。 

  ホ  明示シート敷設の有無 

 二 給水用具等設置状況の確認           

  イ  逆流防止装置の設置状況  

  ロ  吐水口と越流面との間隔 

  ハ  止水栓、量水器及び量水器筐の設置状況 

        特に、量水器の設置方向の確認並びに量水器を複数設置する場合における部屋番 

   号、水栓番号及び量水器番号の照合については必ず行うこと。 

 三 使用材料の確認 

      令第６条に規定する給水装置の構造及び材質の基準に適合していることが認証され 

  たものであることを確認すること。 

 四 漏水確認 

   耐圧試験（水圧は各施工過程で定めたもの）が実施済であることを確認するととも

に、量水器前後の継手部における漏水の有無を常圧（分岐部からの水圧）により確認

すること。 

 五 水質試験 

      井水等の他の水管との接続誤り及び水質変化の確認のため、通水後給水栓より採水 

  し、次に掲げる各項目について試験を行うこと。 

  イ  残留塩素 

  ロ  水素イオン濃度（ｐＨ） 

    ハ  工業用水道管等の併設されている地区では、濁度及び水温を測定すること。 

 六 路面復旧状況の確認 

      各道路管理者の指示による路面復旧形態及び掘削許可条件に基づき施工しているか 

  の確認をすること。 

 七 その他、現場に応じ必要な事項 

 

 （工事の改善等）  

第７条 局長は、工事検査の結果、改善を要すると認める箇所が有るときは、文書又は口 

頭により期間を定め、当該工事の改善を指示することができる。 

２ 局長は、前項の規定により改善を指示した給水装置工事について、完成した旨の報告 

があったときは、当該部分の確認を行うものとする。 

 

 （検査の報告）  

第８条 検査員は、工事検査の結果について工事検査報告書（別記第１号様式）及び工事 

検査調書（別記第２号様式）により局長に報告しなければならない。 
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   附  則  

 この要綱は、昭和４６年１１月１日から施行する。 

 

   附  則  

 この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

 

   附  則  

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

 

   附  則  

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

   附  則  

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附  則  

 この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。 

    

附  則  

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

 



別　記
第１号様式

受付番号

　　年　　月　　日

千葉県企業局長　　　　　　　　様

検査員職・氏名 ㊞

㊞

㊞

工 事 場 所

建物名称（仮称）

工 事 の 種 類

指 定 給 水 装 置

工 事 事 業 者

給 水 装 置

主 任 技 術 者

検 査 立 会 者

検 査 結 果

　事項を改善したので、適正であることを認める。

□　　　　年　　月　　日に工事検査調書（別記第２号様式）に

　より工事検査を実施した結果、適正であることを認める。

□　　　　年　　月　　日に工事検査を実施した結果、先の指示

指定番号　第　　　　　号

免状番号　第　　　　　号

水栓番号 第　　　　　号～第　　　　　　号

申 請 者

住　所

氏　名

命により、給水装置工事の検査を実施したので、下記のとおり報告します。

記

　工　事　検　査　報　告　書
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別　　　記 受付番号

　　第２号様式(その1)

工事検査調書

工事の種類 　　　第　　　　　　　　号　～　第　　　　　　　号

　1．管　　　の　　　種　　　類 　□　精算書のとおり　　　□　不適合

　２．管　　　の　　　口　　　径 　□　精算書のとおり　　　□　不適合

　３．布　　　設　　　延　　　長 　□　精算書のとおり　　　□　不適合

　□　公道部　　　　　　　　㎝　　　　　　　□　浅層埋設

　□　私道部 　□60㎝以上　　　 　　 □　60㎝未満

　□　宅地内 　□30㎝以上　　　 　　 □　30㎝未満

　５．管　　　の　　　接　　　合 　□　適正　　  □　不適正

　６．管　の　防　護　措　置 　□　適正　　  □　不適正

　７．使　  　用  　　材  　　料 　□　適合　　  □　不適合

　８．吐水口と越流面との間隔 　□　適正　　  □　不適正

　９．明　示　シ ー  ト 敷  設 　□　有　 　　  □　無

１０．路   面  復  旧  状   況 　□　良好　　  □　不良　　　 （□　仮復旧　　□　本復旧）

１１．止水栓、量水器、筐の設置状況 　□　適正　　  □　不適正

１２．逆流防止装置の設置 　□　有　 　　  □　無

１３．増    圧    ポ    ン    プ 　□　適正　　  □　不適正

　□　漏水無   □　漏水有　　（□　公道部　　□　宅地内）

　□　残留塩素　　 　　　　　　　㎎/㍑　　 □　ＰＨ

　□　濁　 度   （□　有　□　無）　　　　  □　　水温　　　　℃　

１６．所　　　　　　　　　　　見 　□　適正　　  □　指示事項改善後、確認

(指示事項)　　　改善期限：　　　　年　　月　　日

　・

　・

　・

１５．水      質      試      験

        検　　　　　　　　　査　　　　　　　　　結　　　　　　　　　果

　水　栓　番　号

　４．埋　　　設　　　深　　　さ

　検　　　査　　　項　　　目

１４．耐　　　圧　　　試　　　験
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別　　　記    受付番号

　　第２号様式(その2)

工事検査調書(量水器情報入力用シート)

１　在庫管理システムから入力する項目　注：以下の①～②の場合は給水装置情報管理システムから入力してください。

                                                                     ①業務区分52(新設工事(閉栓))で親メーター省略のもの

                                                                     ②業務区分53(改造工事)で口径変更を伴わないもの

(1)業務区分ｺｰﾄﾞ (2)水栓番号 第　　　　  　　　  号

(4)取外指針(㎥)) (5)用途コード

(7)業態ｺｰﾄﾞ (8)口径(mm)

(10)量水器種別 (11)量水器番号 第　　　　  　　　  号

(13)量水器取付区分 (14)量水器取付年月日

(16)開閉区分 (17)開閉年月日

２　在庫管理システムよりデータ連携後(上記注：①～②の場合は上記項目と同時に)、給水装置情報管理システムから入力する項目

(18)道順番号
(町名ｺｰﾄﾞ部分のみ)　※

(19)使用区分

(21)徴収区分※

　　　　　　　　　　　　　　　業務区分別入力項目番号表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コード表

(10)量水器種別

(16)開閉区分

(19)使用区分

(20)建物形体

(21)徴収区分

(22)電話種別

　　※　(18)及び(21)は、町名別コード・検針月一覧表より記入

10使用

10一般　20中高層

5納入通知書(偶数月)　6納入通知書(奇数月)

1自宅等 2携帯 3勤務先 4大家 5不動産 6親等 7呼出 8連絡先 9その他

1円読式　2隔測式　3直読式

(15)ﾒｰｶ・ｺｰﾄﾞ

01愛知時計電機㈱　02㈱吾妻計器製作所　03大阪機工㈱　04㈱金門製作所　05東洋計器㈱　06明治時計㈱　07ﾘｺｰ
ｴﾚﾒｯｸｽ㈱　08日東精工㈱　09東光精機㈱　10日東ﾒｰﾀｰ㈱　11㈱阪神計器製作所　12横尾計器㈱　13㈱ニッコク(日
国工業㈱)　14柏原計器工業㈱ 15高畑精工㈱ 16武田時計㈱ 17東京水力機器㈱ 18日本計器工業㈱ 19㈱水戸量水
器工作所　50その他

01新設開栓(業務区分コード51の場合)　04改造(同53の場合)　10掘上停止(同52(新設・閉栓で親メーター省略)又は同
58(掘上で親メーター撤去)の場合)　  30取付停止(同52の場合(親メーター省略の場合除く))

(5)用途コード

01一般用　02共用栓　03公衆浴場用　04専用栓の共同使用　05一般13mm扱い　06独身寮　07専用栓の共同使用の
独身寮併用住宅　08学生寮　09共用施設併用住宅　71義務教育　学校ﾌﾟｰﾙ　72義務教育以外学校ﾌﾟｰﾙ　81公園施
設　休養施設　82公園施設　便益施設　83公園施設　修景施設　84公園施設　管理施設　85公園施設　遊戯施設  86
公園施設　運動施設  87公園施設　教養施設  88公衆便所  90親ﾒｰﾀｰ　(注:　親メーター省略(新設工事(閉栓))　及び
親メーター撤去(掘上)の場合にも選択)

(7)業態ｺｰﾄﾞ
11家事用　21一般商店　22ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ店　23理美容院　24豆腐製造業　31飲食店　32百貨店　33公衆浴場　34会社事
務所　35その他営業　36宿泊施設　37劇・娯楽施設　41病院　42官公署学校　43その他公共施設　51上水型工場　52
その他工場

58掘上(親メーター撤去の場合のみ対象) （1）、（2）、（4）、（16）、（17）

(1)業務区分ｺｰﾄﾞ 51新設工事(開栓)
52新設工事(閉栓：親メー
ター省略の場合含む)

　53改造工事 58掘上(親メーター撤去の場合のみ対象)

52　新設工事(閉栓：親メーター省略の場合
含む)

（1）、（2）、（3）、（5）、（6）、（7）、（8）、（9）、（10）、（11）、（12）、（15）、（16）、（17）、（18）、（19）、
（20）、（21）

　注）親メーター省略の場合は(8)～(12)及び(15)は空白にしてください。

53　改造工事

（1）、（2）、（3）、（4）、（5）、（6）、（7）、（8）、（9）、（10）、（11）、（12）、（13）、（14）、（15）、（16）、
（20）

　注）(4)は口径変更の場合のみ　、(5)及び(6)は用途に変更があった場合のみ、(13)は
口径変更の場合のみ"03"、(14)～(15)は口径変更の場合のみ,(20)は建物形体に変更
があった場合のみ入力してください。

51　新設工事(開栓)
（1）、（2)、（3）、（5）、（6）、（7）、（8）、（9）、（10）、（11）、（12）、（15）、（16）、（17）、（18）、（19）、
（20）、（21）、（22）

(15)ﾒｰｶ・ｺｰﾄﾞ

(20)建物形体

(22)使用者氏名・電話番号・電話種別・住所等 給水契約申込書より入力

(3)指針(㎥)

(6)用途適用日

(9)量水器適用日

(12)検定期限(年月)

　　　　　　　　　　　　　　業務区分 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入力項目番号
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第３号様式

                                      所　 在　 地

                                      　　　　　　　　　　　　　　　　指定給水装置工事事業者

代表者氏名 ㊞

給水装置工事主任技術者氏名 ㊞

　１．管の種類

　２．管の口径

　３．布設延長

　４．管の埋設深さ □　公道部

□　私道部

□　宅地内

　５．管の接合

　６．逆流防止装置の設置状況

　７．吐水口と越流面との間隔

　８．給水用具の取付状況

　９．給水栓等の位置

１０．管の防護措置

１１．使用材料の確認

１２．耐圧試験(所定の水圧・1分間)

１３．水質検査

１４．明示シート敷設

１５．路面復旧状況

１６．他企業埋設管調査・照会

給　水　装　置　工　事　確　認　書

     水　栓　番　号　　

 工　事　場　所

 申　  請　  者

□　調査し照会済　　　□他企業埋設管無　　

確　　認　　項　　目 確　　　　認　　　　結　　　　果

　　年　　月　　日

□　精算書のとおり　　　□　精算書訂正

□　精算書のとおり　　　□　精算書訂正

□　精算書のとおり　　　□　精算書訂正

　　　　　㎝　　　□　浅層埋設

□　あり　　　　　　□　なし

□　良好　　　　（□　仮復旧　　　□　本復旧　）

□　認証品

　漏水なし　□公道部　□宅地内　（写真添付）

□　残留塩素０．１ｍｇ／ℓ以上を確認　 　□　なし　

水 道 法 第 ２ ５ 条 の １ ０ の 規 定 に 基 づ き 、 下 記 項 目 に つ い て
確 認 し た こ と を 報 告 い た し ま す 。

□　精算書のとおり　　　□　精算書訂正

□　適正

□　適正

□　適正

□　適正

□　適正

□　６０㎝以上　　□　６０㎝未満

□　３０㎝以上　　□　３０㎝未満
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      ３階直結直圧式給水方式に係る実施要綱 
 

（目 的） 

第１条 この要綱は、３階建て建物へ直結直圧式による給水を行う場合の取扱いを

定めるものとし、定めのないものについては、「給水装置工事施行基準」及び「給

水装置工事施行指針」によるものとする。 

（解 説） 

   この要綱は、配水管の水圧を利用して３階建て建物に対して、受水槽を経由せ

ず直接給水する場合の取扱いを定めるものである。 

 

（対象範囲） 

第２条 対象範囲は、直結直圧式による給水が可能な３階建て建物とする。 

なお、ストック機能が必要な建物、危険な物質を取り扱う工場等は受水槽方式

による給水が望ましい。 

２ ３階を超える建物であっても、４階以上に給水装置を設けないものは対象と

する。 

（解 説） 

１ 対象範囲は、２階建て以下の建物に直結直圧式により給水する場合と同様と

する。 

２ ストック機能が必要な建物とは 

   （１）一時的に多量の水を使用する施設 

   （２）常時一定の水供給が必要で、断水による影響が大きな施設等 

    （例）病院、ホテル、百貨店、興行場等施設及び食品冷凍機、電子計算機の         

冷却用水等のある施設等 

３ 危険な物質を取り扱う工場等とは 

     毒物、劇物及び薬品等の危険な化学物質を取扱い、これを製造、加工又は

貯蔵等を行う工場、事業所及び研究所等 

    （例）クリ－ニング、メッキ、写真、印刷・製版、石油取扱、染色、食品加

工等の業を行う施設等
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（実施条件） 
第３条 実施にあたっては、以下に掲げる条件をすべて満たさなければならないもの

とする。 
（１） 配水管水圧 

申請場所直近の消火栓等において、２４時間以上の水圧を測定し、この測

定値の最小水圧が、分岐しようとする配水管位置での水圧に置き換えた場合

（以下「換算水圧」という。）に、０．１９６ＭＰａ（２．０㎏ｆ/cm２）以

上を原則とする。ただし、０．１９６ＭＰａ未満であっても、事前協議にお

ける水理計算の結果、給水可能と判断される場合はこの限りでない。 
（２） 給水装置の高さ 

   ３階に設置する給水装置の最高位は、原則として配水管の布設道路面から

８．５ｍ以下とする。 
（３） 給水管の分岐口径 

   配水管から分岐する給水管口径は、配水管より小口径とする。 
（解 説） 

１ 配水管水圧は、配水系統を考慮し、できる限り申請場所に近い消火栓等を選

定し、自記録水圧計等により連続２４時間以上測定して、測定場所の地盤高さ

の差を考慮した水圧を基準とする。 
なお、換算水圧については、測定水圧が０．１９６ＭＰａ未満の場合、測定

水圧を基に季節による変動及び地区の特性等（同一配水系統のテレメータ測定

水圧）を勘案して決定する。算定の方法は、「３階直結直圧式給水方式に係る

実施要領」によるものとする。 
２ ３階建て建物の判断は、建築確認通知書等により行い、３階に設置する給水

装置の最高位は、原則として配水管の布設道路面から８．５ｍ以下とする。 
３ 配水管に与える影響を考慮し、配水管と同口径の分岐は認められない。 

 
（事前協議） 
第４条 この要綱に基づき給水を受けようとする申請者は、給水装置承認申請を行

う前に、「配水管水圧測定依頼書」（別紙様式１）により配水管水圧測定を千葉県

企業局長（以下「局長」という。）に依頼しなければならない。 
２ 局長は配水管水圧を測定し、「配水管水圧測定結果」（別紙様式２）に測定箇

所を明示した 5,000 分の１の配水管網図を添付して回答するものとする。 
３ 申請者は、前項の回答を基に、水理計算を行い、給水装置承認申請前に十分

協議を行うものとする。 
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（解 説） 
１ ３階建て建物への直結直圧式給水を受けようとする申請者は、給水装置承認

申請を行う前に、配水管の水圧測定を局長に依頼しなければならないものとす

る。 
２ 依頼書の提出があった場合は、水道事務所・支所において、配水管水圧を自

記録水圧計等により連続２４時間以上測定し、申請者に回答する。 
なお、水圧を測定した箇所を明示した 5,000 分の１配水管網図を添付するも

のとする。 
３ 申請者は、給水装置承認申請（本申請）前に、必要に応じて次の書類を持     

参して、十分協議を行うものとする。 
局長は、提出された書類等を適正に審査し、直結直圧式給水の可否を判断す

るものとする。 
（１）案内図     
（２）平面図     
（３）立面図     
（４）管網図 
（５）水理計算書 
（６）配水管水圧測定結果の写し 
（７）その他 

 
（設計条件） 
第５条 設計にあたっては、次の各号の条件を満たさなければならない。 

（１） 設計水圧 
      分岐しようとする配水管の設計水圧は、配水管水圧測定結果から、申請

者が地盤高を考慮のうえ算定するものとし、この換算水圧が０．１９６Ｍ

Ｐａ未満の場合は測定値による換算水圧とし、０．１９６ＭＰａ以上の場

合は、０．１９６ＭＰａとする。 
  （２） 給水管口径の決定 
       給水管等の口径決定にあたっては、使用実態に沿った同時使用水量を的

確に算定し、その水量に応じた給水管取出し口径等を、φ５０㎜以下はウ

ェストン公式、φ５０㎜を超えるものについてはヘ－ゼン・ウィリアムス

公式によって決定する。 
（３） 逆流防止装置 

      ３階直結直圧式の給水装置には、必ず逆流防止装置を設置しなければな

らない。 
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     イ １戸建て専用住宅では、量水器の下流側に逆流防止弁を設置する。 
     ロ 集合住宅、事務所ビル及びこれらの併用ビル等の建物において、量水

器を地面に設置する場合は３階用量水器の下流側に、量水器を建物内に

設置する場合は３階用立上がり管の立上がり部の管理・修繕の容易な場

所に逆流防止弁を設置する。 
（解 説） 

１ 設計水圧は、直結直圧給水方式の可否判断に関係することから、測定値によ

る換算水圧が０．１９６ＭＰａ未満の場合は過去の実績水圧を勘案した換算水

圧とし、０．１９６ＭＰａ以上の場合は、系統変更等により現状水圧が変更と

なることが想定されるため、水圧測定結果の如何にかかわらず、０．１９６ 
ＭＰａとする。 

２ 口径決定 
（１）給水管等の口径を決定するには、同時使用水量を適正に設定しなければな

らない。 
（２）同時使用水量の設定を誤ると、過大な設備投資や給水不良等の原因となる。 
３ 逆流防止装置 

  （１）逆流防止装置は、給水装置からの逆流の防止及び断水時等の円滑な給水復

帰を考慮し、給水装置所有者の修繕範囲に設置するものである。 
（２）逆流防止弁は、単式逆止弁又はその機能が同等以上のものとすること。 

 
（他の給水方式との併用） 

 第６条 直結直圧方式と直結増圧方式又は受水槽方式と併用する場合は、直結直

圧式給水は２階までとする。 
（解 説） 
  維持管理、経済性等から同一建物内の給水方式は、１給水方式が望ましいが、使

用者の利便性を考慮して、直圧給水階高は２階までとする。 
（１）直結増圧方式との併用の場合、ポンプ起動時に給水管内の水圧低下が考え     

られる。 
  （２）受水槽方式との併用の場合、受水槽への流入時に給水管内の水圧低下が考    

えられる。 
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附 則 
 （施行期日） 
  １ この要綱は、平成１１年６月１日から施行する。 
 （旧要綱の廃止） 
  ２ 「中高層建物への直結給水に係る実施要綱」（平成８年６月１日）は廃止す

る。 
   附 則 
 （施行期日） 
  １ この要綱は、平成１２年１月１日から施行する。 
 （経過措置） 
   ２ この要綱の施行前に改正前の３階直結直圧給水方式に係る実施要綱の規定

により調製した用紙は、この要綱の施行後においても、当分の間、所要の調整

をして使用することができる。 
附 則 

 （施行期日） 
   この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

 附 則 
 （施行期日） 
   この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 
 （施行期日） 
   この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
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様式 １  
年  月  日  

 
 

千 葉 県 企 業 局 長  様  
 
                   住  所  
                   氏  名         印  
 
 
 
 

配 水 管 水 圧 測 定 依 頼 書 
 このことについて、「３階直結直圧式給水方式に係る実施要綱」第４条第

１項により、下記のとおり依頼します。  
記  

 １ 工事場所  
 
 ２ 建物形態  
  （１）一戸建て専用住宅  
  （２）一戸建て店舗付住宅  
  （３）集合住宅（  戸）  
  （４）事務所ビル  
  （５）その他（        ）  
 
 ３ 給水開始希望時期        年   月  日  
 
 ４ 添付図書        案内図及び管網図（１／５００）  
 
 ５ その他  

個人が依頼する場合は、依頼者
の氏名を自署することにより押
印を省略することができる。  
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様式 ２  
第   号  

年  月  日  
 
             様  
 
                 千葉県企業局  水道事務所長  
 
 
         配  水  管  水  圧  測  定  結  果  （  回  答  ）  
     年  月  日付けで依頼のありましたこのことについて、  
「３階直結直圧式給水方式に係る実施要綱」第４条第２項の規定により、  
下記のとおり回答します。  

記  
 １ 工事場所  
  

２ 配水管水圧測定結果    測定最小水圧  
                    ＭＰａ  
  

３ ３階直結直圧式給水に係る事前協議の実施  
    配水管の水圧測定を行ったところ、上記２の結果となりましたの

で、換算水圧を算定のうえ、換算水圧が０．１９６ＭＰａ以上の場

合（１）の手続きを、換算水圧が０．１９６ＭＰａ未満の場合は（２）

の手続きを行なって下さい。  
 （１）必要書類（水理計算書）等を添付のうえ給水申請等の手続きを行

なって下さい。  
（２）必要書類（水理計算書）等を当事務所に持参のうえ事前協議を行

なって下さい。  
 水理計算書の作成に当たっては、上記の測定水圧から換算水圧を

算定し、設計水圧として水理計算を行って下さい。  
 
４ 添付書類  
  １／５ ,０００配水管網図（測定箇所を明示）  

 
（参考）  
 換算水圧＝測定水圧－（申請場所の地盤高－測定場所の地盤高）  
  ＊測定水圧：測定水圧を基に季節による変動及び地区の特性等（同一

配水系統のテレメータ測定水圧）を勘案した値をいう。 
  ＊申請場所の地盤高：給水管分岐箇所の路面の地盤高をいう。  
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３階直結直圧式給水方式に係る実施要領 
 
１ 目 的 

この要領は、別に定める「３階直結直圧式給水方式に係る実施要綱」（以下「実施要綱」

という。）に係る事務処理を円滑に行うため、必要な事項を定めるものである。 
２ 配水管水圧測定 
   実施要綱第４条に定める配水管水圧測定等については、次により行うものとする。 
  （１）測定場所 

配水系統及び申請場所の地盤高等の条件を考慮の上、申請場所直近の消火栓等を

選定する。 
  （２）測定方法 

自記録水圧計（データロガ）等により、連続２４時間以上測定する。 
  （３）測定結果の処理 

測定水圧が０．１９６ＭＰａ未満の場合は、測定水圧を基に季節による変動及び

地区の特性等（同一配水系統のテレメータ測定水圧）を勘案して、測定水圧を決定

し、回答するものとする。 
ア 換算水圧 

測定した水圧結果から、移動平均処理などにより急激な上下変動を取り除き、

測定場所における配水管最小水圧を決定する。 
      ついで、次式により申請場所（分岐位置）での配水管最小水圧に換算する。 
       換算水圧＝測定水圧－（申請場所の地盤高－測定場所の地盤高）    
    イ 基準値との比較及び判定 

換算水圧と基準値（０．１９６ＭＰａ）と比較し、次により判定する。 
①換算水圧が基準値以上となった場合は、直結直圧式給水は可能である。 
②換算水圧が定常的に基準値未満となる場合は、事前協議による水理計算を実施

し、これにより直結直圧式給水の可否を判定する。 
３ 水理計算等 
   給水管口径等の水理計算は、「給水装置工事施行基準」によるほか、次により算定する

ものとする。 
  （１）同時使用水量 
    ア 集合住宅の場合 
     ①戸数から予測する方法（給水装置工事技術指針） 
        Ｑ＝４２Ｎ0.33 （１０戸未満） 
        Ｑ＝１９Ｎ0.67 （１０戸以上６００戸未満） 
          Ｑ：同時使用水量（Ｌ／min ） 
          Ｎ：戸数 
     ②居住人数から予測する方法（給水装置工事技術指針） 
        Ｑ＝２６Ｐ0.36 （１人～３０人） 

Ｑ＝１３Ｐ0.56 （３１人～２００人） 
Ｑ＝６.９Ｐ0.67 （２０１人～２０００人） 

          Ｑ：同時使用水量（Ｌ／min ） 
          Ｐ：人数 
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イ 集合住宅以外の場合 
「給水用具給水負荷単位」又は「給水用具の同時使用率」を用いて算定する。 

ウ 上記ア、イの算定式によりがたい場合には、それぞれの施設に適合した算定式

を採用することができる。 
  （２）損失水頭の算定に用いる給水用具等の直管換算 

給水用具等の直管換算表は、「給水装置工事施行基準」によるが、逆流防止弁（単

式逆止弁）については次表のとおりとする。 
逆流防止弁の直管換算表 

口   径（㎜） １３ ２０ ２５ ４０ ５０ 
直管換算（ｍ） 3.3 4.9 5.7 9.5 11.7 

＊ メーカー等の資料による損失水頭換算延長も使用できる。 
（３）最低作動水圧 

最低作動水圧を必要とする給水用具がある場合は、給水用具の取付部において、

最低必要圧力を考慮すること。 
水理計算により３階直結直圧式給水方式の可否を判断するため、特に集合住宅の

ように３階部分が生活拠点となる場合には、留意することが必要である。 
（最低必要圧力とは、給水用具を適切に作動させるために必要な最低圧力のことで、

給水用具直前での流水時の圧力） 
  （４）管内流速 
     給水管の管内流速は、あまり速くすると流水音が生じたり、ウォータハンマを起

こしやすくなるので、２．０ｍ／sec 以下に抑えることが望ましい。 
４ 量水器の口径選定及び設置 
   量水器口径の選定及び量水器の設置は、次により行うものとする。 
  （１）量水器口径の選定 
     量水器口径の選定は、「給水装置工事施行基準」の「量水器口径選定基準」による。 
  （２）量水器の設置 
     量水器は建物の構造により、建物の屋内又は屋外に設置する。 
     ただし、量水器を屋内に設置する場合は、別に定める「受水槽以下装置に設置    

する量水器の設置基準」の「直読式量水器装置の設置基準」に準じるものとする。 
５ 配 管 
   配管は、次に掲げる事項によるものとする。 
  （１）空気溜りを生じるおそれがある場所にあっては、空気弁を設置すること。 
  （２）衝撃防止及び凍結防止のための必要な措置を講ずる。 
  （３）複数の立上がり管による給水の場合、維持管理が容易な場所に止水栓を設置 
    する。 
  （４）給水管の口径を流水音の低減、損失水頭の軽減、水撃圧の緩衝等の目的から、    

立上り配管などで前後の配管より増径する場合は１段階以内とし、末端の吐出口は

経由した量水器口径より小さいこととする。 
     ただし、口径１３㎜の量水器を屋外に設置する場合は、立上り配管を口径２５㎜

までとすることができる。 
（５）必要に応じて、集合住宅等の給水立て管頂部には、停滞した空気を自動排出する

機能と管内に負圧が生じた場合に多量の空気を吸気して給水管内の負圧を解消す

る機能をもつ吸排気弁を配置すること。また、吸排気弁を設置する場合は吸排気口

周りの水跳ね防止策（ドレーンパイプ等）を設けること。 
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６ 逆流防止弁の設置 
   逆流防止弁の選定及び設置等にあたっては、次の各号に掲げる事項によるものとする。 
  （１）逆流防止弁の選定 
     逆流防止弁は、単式逆止弁又はその機能が同等以上のものとする。 
  （２）逆流防止弁の設置場所 
    ア 口径２５㎜以下の逆流防止弁は、原則として量水器筺内に設置する。 
      ただし、量水器が屋内に設置される場合や、設置スペースの問題等から逆流防

止弁を量水器筺内に設置することが困難な場合は、逆止弁筺内に単独で設置する

か、又はパイプシャフト内に設置する。 
    イ 口径４０㎜の逆流防止弁は、逆止弁筺内に単独で設置するか、又はパイプシャ

フト内に設置する。 
    ウ 口径５０㎜以上の逆流防止弁は、原則としてパイプシャフト内に設置する。 
    エ 逆流防止弁を逆止弁筺内又はパイプシャフト内に設置する場合は、逆流防止弁

の下流側にボール式伸縮止水栓などの止水栓を設置する。 
  （３）逆止弁筺の選定 
     口径２０㎜～口径４０㎜の逆流防止弁を単独で逆止弁筺に設置する場合の逆止弁

筺は、樹脂製特大とする。 
７ 既設建物の３階直結直圧式給水方式 
   給水方式を受水槽方式から３階直結直圧式給水方式に切替える場合は、別に定める  

「既設装置の給水装置認定取扱要綱」によるものとする。 
８ 修繕区分 
   「給水装置工事施行基準」の「修繕工事の施工区分」の規定によるものとする。 
９ 事前協議 
   実施要綱第４条に定める事前協議に係る受付は、別記「３階直結直圧式給水方式に  

係る受付簿」（第１号様式）により整理するものとする。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この要領は、平成１１年６月１日から施行する。 
（旧要領の廃止） 
２ 「中高層建物への直結給水に係る実施要領」（平成８年６月１日）は廃止する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 
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 附 則 
この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 
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     １　配管形態例

     ２  逆止弁の設置場所別配管例

参  考  資  料
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逆止弁の設置場所配管例

量水器筺内設置例－１

量水器筺内設置例－２
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直 結 増 圧 式給 水 方 式 に 係 る 実施 要 綱  

 

 

 

 

 

 

 

 

（解  説 ）  

 １  こ の要 綱は 、中 高層 の建 物に 対し て受 水槽 を経 由せ ず、 給水 装置

に増 圧装 置を 設置 して 直接 給水 する 場合 の取 扱い を定 めた もの であ

る。  

２  増圧 装置 は、 増圧 ポン プ及 び逆 流防 止用 機器 等で 構成 され たも の

で、 日本 水道 協会 規格 水道 用直 結加 圧形 ポン プユ ニッ ト（ ＪＷ ＷＡ

Ｂ１ ３０ ）及 び同 規格 水道 用減 圧式 逆流 防止 器（ ＪＷ ＷＡ Ｂ１ ３４ ）

の適 合品 （呼 び径 ２０ ～７ ５ｍ ｍ） とす る。  

 

 

 

 

 

 

（解  説 ）  

１  直結 増圧 式 給 水方 式は 、配 水 管 の圧 力で は給 水で きな い中 高層 の

建物 にお いて、末 端最 高位 の給 水器 具を 使用 する ため に必 要な 圧力

を 増 圧 装 置 に よ り 補 い 、 こ れ を 使 用 で き る よ う に す る も の で あ る 。 

２  直結 増圧 式給 水方 式は 水道 法上 の給 水装 置で ある 。  

３  増圧 装置 によ り高 置水 槽ま で直 接給 水す る方 式も 含ま れる が、 こ

の場 合は 貯水 槽水 道の 受水 槽（ 高置 式） とし て取 扱う こと 。  

 

（目  的 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 直 結 給 水 用 増 圧 装 置 （ 以 下 「 増 圧 装 置 」 と い

う。  ）を使 用す る給 水方 法の 取扱 いを 定め るも のと し、定 めの な

いも のに つい ては 、「 給水 装 置工 事 施行 基準 」・「 給水 装置 工事 施行

指針 」及 び  「直 結給 水シ ステ ム導 入ガ イド ライ ンと その 解説 」  

（厚 生省 生活 衛生 局環 境部 水道 整備 課監 修） によ るも のと する 。   

（定  義 ）  

第 ２ 条  直 結 増 圧 式 給 水 方 式 と は 、 中 高 層 の 建 物 に 対 し て 受 水 槽 を

経 由 せ ず 、 給 水 装 置 に 増 圧 装 置 を 設 置 し て 直 接 給 水 す る シ ス テ ム

をい う。  
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（解  説 ）  

１  対象 建物 の階 高は 特に 規定 しな い。  

目安 とし て、 口径 ７５ ｍｍ では 、１ ５階 、１ ４０ 戸程 度、  

口径 ５０ ｍｍ では 、１ ０階 、３ ０戸 程度 とす る。  

２  スト ック 機能 が必 要な 建物 とは  

（１ ）一 時的 に多 量の 水を 使用 する 施設 。  

（２ ）常 時一 定の 水供 給が 必要 で断 水に よる 影響 が大 きな 施設 等。  

（例 ）病 院、 ホテ ル、 百貨 店、 興行 場等 施設 及び 食品 冷凍 機、  

電子 計算 機の 冷却 用水 等の ある 施設 等。  

３  危険 な物 質を 取扱 う工 場等 とは  

   毒 物、劇物 及び 薬品 等の 危険 な化 学物 質を 取扱 い、これ を製 造、

加工 又は 貯蔵 等を 行う 工場 、事 業所 及び 研究 所等 。  

（例 ）ク リー ニン グ、 メッ キ、 写真 、印 刷・ 製版 、石 油取 扱、 染

色、 食品 加工 等の 業を 行う 施設 等。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（対 象建 物）  

第３ 条  対象 とす る建 物は、増圧 装 置の 口径 が７ ５ｍ ｍ以 下 と する 。 

な お 、 ス ト ッ ク 機 能 が 必 要 な 建 物 、 危 険 な 物 質 を 取 扱 う 工 場 等

は受 水槽 方式 によ る給 水が 望ま しい 。  

（給 水管 の分 岐口 径）  

第 ４ 条  口 径 ５ ０ ｍ ｍ 以 下 の 増 圧 装 置 の 場 合 、 配 水 管 か ら 分 岐 す る

給水 管口 径は 、配 水管 より 小口 径と する 。  

２  口径 ７５ ｍｍ の 増 圧装 置の 場合 、分 岐す る 配 水管 の口 径は 、  

１ ５ ０ ｍ ｍ 以 上 と す る 。 た だ し 、 配 水 管 の 水 圧 等 、 給 水 能 力 に 著

し く 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が な い と 判 断 さ れ た と き は 、 配 水 管 の 口

径は 、１ ００ ｍｍ とす るこ とが 出来 る。  

 ３  直 結 増 圧 式 給 水 方 式 に よ る 給 水 管 分 岐 の 可 否 は 千 葉 県 企 業 局 が

決定 する 。  
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（解  説 ）  

１  口径 ５０ ｍｍ 以下 の増 圧装 置を 設置 する 場合 の配 水管 から 分岐 す

る給 水管 口径 につ いて は、 一般 の給 水装 置と 同様 に配 水管 より 小口

径と する 。  

２  口径 ７５ ｍｍ の増 圧装 置を 設置 する 場合 の 分 岐す る 配 水管 の口 径

につ いて は、配水 管に 与え る影 響を 考慮 し、１５ ０ｍ ｍ以 上 と した 。  

  ただ し、 管網 の状 況及 び管 網計 算の 結果 を踏 まえ て配 水圧 の低 下

によ り、 周辺 の給 水に 支障 のな い配 水圧 が０ ．１ ９６ Ｍ Ｐ ａを 確保

でき ると 判断 され る場 合は 、配 水管 の口 径を １０ ０ｍ ｍ と する こと

がで きる 。  

３  配水 管の 水量 、水 圧不 足が 生じ る恐 れの ある 地域 や、 増圧 装置 の

設置 が複 数あ る地 域で 直結 増圧 式給 水方 式に よる 給水 管分 岐を する

場合 は、 最新 の管 網状 況に より 、管 網計 算を 千葉 県 企 業局 で行 い、

配水 管及 び周 辺家 屋に 悪影 響を 与え ない こと を確 認す る 。  

 

 

 

 

 

（解  説 ）  

１  維持 管理 、経 済性 等か ら同 一建 物内 の給 水方 式は 、１ 給水 方式 が

望ま しい が、 使用 者の 利便 性を 考慮 し、 給水 管の 分岐 口径 範囲 内で

認め るも のと する 。  

２  ポン プ起 動時 に給 水管 内の 水圧 低下 が考 えら れる こと から 直圧 給

水階 高を ２階 まで とす る。  

３  他の 給水 方式 との 併用 を行 う場 合は 、他 の給 水系 統と 誤っ て接 続

され ない よう 措置 を施 すこ と。  

 

 

 

 

（他 の給 水方 式と の併 用 ）  

第 ５ 条  直 結 直 圧 方 式 及 び 受 水 槽 方 式 と の 併 用 は 認 め る も の と す

る 。 た だ し 、 給 水 管 の 分 岐 口 径 範 囲 内 と す る 。 ま た 、 直 結 直 圧 方

式と 併用 する 場合 は、 直圧 給水 階高 は２ 階ま でと する 。  
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（解  説 ）  

１  瞬時 最大 給水 量及 び増 圧装 置に よる 増加 圧力 を正 確に 把握 し、 増

圧装 置口 径を 選定 する こと 。  

２  始 動・ 停 止に よる 配 水管 へ の圧 力変 動 が極 小 であ り、 ポ ンプ 運転

によ る配 水管 の圧 力に 脈動 がな いこ と。  

３  吸込 側 の水 圧 が異 常低 下 した 場 合に は自 動 停止 し 、水 圧が 復 帰し

た場 合に は自 動復 帰す るこ と。  

４  増圧 装置 の機 能が 有効 に働 くよ う給 水管 延長 、給 水管 口径 に留 意

する と共 に、 負圧 及び イン チン グ現 象が 発生 しな いよ う考 慮す る必

要が ある 。  

 

 

 

 

 

（増 圧装 置）  

第 ６ 条  増 圧 装 置 の 口 径 は φ ７ ５ ㎜ 以 下 と し 、 そ の 選 定 等 に つ い て

は、 次の 各号 に掲 げる 事項 によ るこ と。  

（１ ）増 圧装 置の 選定  

増 圧 装 置 の 選 定 は 、 安 定 し た 給 水 を 確 保 す る た め 、 建 物 の 瞬

時 最 大 給 水 量 及 び 給 水 す る 高 さ （ 揚 程 ） 等 を 把 握 し 、 そ の 目 的

に合 った 性能 の機 種を 選定 する こと 。  

（２ ）増 圧装 置の 仕様  

増圧 装置 は、 水道 法に 基づ く給 水装 置の 構造 及び 材質 の基 準  

に適 合し 、配 水管 への 影響 が極 めて 小さ く、安定 した 給水 が出

来る もの であ るこ と。  

（３ ）増 圧装 置の 設置  

増圧 装置 の設 置に あた って は 、配 水 管及 び周 辺家 屋に 悪影 響

を与 えず 、安 定し た給 水が 確保 され 、か つ、当該 装置 の機 能を

有効 に活 用で きる 適切 な設 置場 所と する こと 。  
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（解  説 ）  

１  給水 管等 の口 径 を 決定 する には 、瞬 時最 大給 水量 を適 正に 設定 し

なけ れば なら ない 。  

２  瞬時 最大 給水 量の 設定 を誤 ると 、過 大な 設備 投資 、エ ネル ギー 利

用の 非効 率化 及び 給水 不良 など の原 因と なる 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給 水管 口径 の決 定）  

第 ７ 条  直 結 増 圧 式 給 水 方 式 に お け る 給 水 管 等 の 口 径 決 定 に あ た っ

ては 、使 用実 態に 沿っ た瞬 時最 大給 水量 を的 確に 把握 する 。  

ま た 、 口 径 決 定 の 手 順 は 、 建 物 内 の 瞬 時 最 大 給 水 量 を 把 握 し 、

そ の 水 量 を 給 水 で き る 性 能 を 有 す る 増 圧 装 置 を 選 定 し 、 さ ら に そ

の 水 量 に 応 じ た 給 水 管 取 出 し 口 径 等 を 等 摩 擦 抵 抗 法 に よ っ て 決 定

する 。  

（逆 流防 止装 置）  

第 ８ 条  逆 流 防 止 装 置 は 、 給 水 の 安 全 性 を 確 保 す る 手 段 と し て 設 置

する もの であ り、 次の 各号 に掲 げる 事項 によ るこ と。  

（１ ）基 本事 項  

逆 流 防 止 装 置 は 、 水 道 法 に 基 づ く 給 水 装 置 の 構 造 及 び 材 質 の

基準 に適 合し たも ので なけ れば なら ない 。  

（２ ）逆 流防 止装 置の 選定  

建 物 の 用 途 、 装 置 の 特 性 及 び 水 の 使 用 実 態 に か な う 、 逆 流 防

止装 置の 選定 が必 要で ある 。  

（３ ）設 置方 法  

逆 流 防 止 装 置 は 、 給 水 の 安 全 性 を 確 保 す る た め に 、 最 も 効 果

的な 箇所 に設 置す る必 要が ある 。  

（４ ）設 置場 所  

逆 流 防 止 装 置 の 設 置 は 、 施 工 性 、 保 守 管 理 の 容 易 性 等 を 考 慮

し 、 逆 流 に よ る 汚 濁 、 汚 染 の 恐 れ の な い 場 所 を 選 定 し な け れ ば

なら ない 。  
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（解  説 ）  

１  給水 装置 に お ける 逆流 は、 給 水 圧力 の不 足、 負圧 、高 低差 及び 逆

圧等 によ って 発生 する。この 逆流 を 防止 する ため に、適切 な逆 流防

止装 置を 設置 しな けれ ばな らな い。  

２  選定 にあ たっ ては 、建 物用 途、 逆流 防止 装置 の構 造等 を考 慮す る

必要 があ る。  

３  配水 管へ の逆 流防 止の ため 、増 圧装 置の 流入 側に 減圧 式逆 流防 止

器を 設置 する こと 。  

  ただ し、 住宅 専用 建物 には 複式 逆止 弁ま たは 、そ の機 能が 同等 以

上の もの とす るこ とが でき る。  

４  設置 場所 は、 点検 など が容 易で あり 、か つ損 傷、 凍結 等の 恐れ の

ない 箇所 であ るこ と。  

 

 

 

（解  説 ）  

  量水 器は 、増 圧装 置の 上流 側に 設置 する 。  

ただ し、 当該 建物 が構 造上 二以 上の 部分 に区 分さ れて おり 、独 立し

て住 居、 店舗 、事 務所 等の 建物 とし ての 用途 に供 する こと がで きる 場

合で あっ て、 給水 装置 を個 別に 当該 部分 に設 置し たと きは 、増 圧装 置

以降 に当 該給 水装 置ご とに 量水 器を 設置 する こと がで きる 。  

 

 

 

 

 

（解  説 ）  

一般 の給 水装 置と 同様 に、 水道 法施 行令 第６ 条の 構造 及び 材質 の基

準に 適合 して いれ ば、 拒む こと はで きな い。  

 

 

（量 水器 の設 置）  

第９ 条  量水 器の 設置 は給 水条 例施 行規 程第 １６ 条の 規定 によ る。  

（既 設建 物の 直結 増圧 式給 水方 式）  

第 10 条  給 水 方 式 を 受 水 槽 方 式 か ら 直 結 増 圧 式 給 水 方 式 に 切 替 え

る 場 合 は 、 別 に 定 め る 「 既 設 装 置 の 給 水 装 置 認 定 取 扱 要 綱 」 に よ

るも のと する 。  
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（解  説 ）  

増圧 装置 の故 障、 保守 点検 、修 理及 び停 電時 に備 えて 、水 が使 用で

きる よう に直 結直 圧方 式の 共用 給水 栓を 設置 する と便 利で ある 。また 、

散水 栓等 との 兼用 でも 良い 。  

 

 

 

 

 

（解  説 ）  

増圧 装置 には 、試 験圧 力を かけ ると 損傷 する 恐れ のあ る機 器（ 圧力

検知 器） が取 付け られ てい るた め、 現場 での 耐圧 試験 は行 わな いも の

とす る。 なお 、増 圧装 置は 、製 造業 者の 工場 にお いて 、耐 圧試 験を 実

施済 であ る。  

 

 

 

（解  説 ）  

  一般 の給 水装 置と 同様 の扱 いと する 。  

 

 

 

 

（解  説 ）  

増圧 装置 設置 者は 、増 圧装 置及 び逆 流防 止装 置の 機能 維持 の観 点か

ら専 門知 識を 持っ た関 係者 によ り保 守点 検を 実施 する こと が必 要で あ

る。  

 

 

（共 用給 水栓 の設 置）  

第 11 条  直 結直 圧方 式の 共用 給水 栓を 設置 する こと が望 まし い。  

（工 事検 査）  

 第 12 条  工 事検 査は 別に 定め る「 給水 装置 工事 検査 要綱 」に 基づ

き行 うも のと する 。  

     ただ し、 増圧 装置 の耐 圧試 験は 除く 。  

（修 繕区 分）  

 第 13 条  給 水装 置工 事施 行基 準の 「修 繕工 事の 施工 区分 」の 規定

によ るも のと する 。  

（保 守点 検）  

第 14 条  増圧 装 置設 置者 は、増圧 装置 及び 逆流 防止 装置 を必 ず年 １

回保 守点 検を 行い 機能 等を 確認 する こと 。  
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（解  説 ）  

  一般 の給 水装 置工 事と 同様 に給 水条 例第 ７条 の規 定に より 設置 者等

の負 担で ある 。  

 

附  則  

この 要綱 は、 平成 １０ 年４ 月１ 日か ら施 行す る。  

 

附  則  

この 要綱 は、 平成 １８ 年 ４ 月１ 日か ら施 行す る。  

 

附  則  

この 要綱 は、 平成 ２９ 年４ 月１ 日か ら施 行す る。  

 

附  則  

この 要綱 は、 平成 ３１ 年４ 月１ 日か ら施 行す る。  

 

附  則  

この 要綱 は、 令和 元年 １０ 月１ 日か ら施 行す る。  

 

（費 用負 担）  

第 15 条  増圧 装 置を 含む 給水 装置 工事 は、全て 設置 者等 の負 担と す

る。  

また 、保 守点 検に 係る 費用 につ いて も同 様で ある 。  

Ⅳ - 6 - 8 



Ⅳ－７－１ 

直結増圧式給水方式に係る実施要領 

 

１ 目 的 

この要領は、別に定める「直結増圧式給水方式に係る実施要綱」（以下

「実施要綱」という）に係る事務処理を円滑に行うため必要な事項を定

めるものである。 

 

２ 事前協議 

「開発負担金取扱事務処理要領」に定める「給水に係る事前協議申請

書」によるものとする。 

 

３ 水理計算 

給水管口径等の水理計算は、従来の方法に併せ次により算定するもの

とする。 

 （１）設計水圧 

        配水管の設計最小動水圧は、０．１４７MPa（１．５㎏ f/cm２）とす

る。 

 （２）瞬時最大給水量 

   ア 集合住宅の場合 

    次により算定するものとする。 

①戸数から予測する方法（ＢＬ規格） 

      Ｑ＝４２Ｎ 0 . 3 3 （１０戸未満） 

      Ｑ＝１９Ｎ 0 . 6 7 （１０戸以上６００戸未満） 

      Ｑ：瞬時最大給水量（Ｌ／min ）  

      Ｎ：戸 数 

②居住人数から予測する方法（給水装置工事技術指針）  
      Ｑ＝２６Ｐ 0 . 36 （１人～３０人）  

Ｑ＝１３Ｐ 0 . 56 （３１人～２００人）  
Ｑ＝６ .９Ｐ 0 . 67  （２０１人～２０００人）  

      Ｑ：瞬時最大給水量（Ｌ／min ）  
      Ｐ：人数  
   イ 集合住宅以外の場合 

「給水栓の同時使用率」又は「給水器具単位」等を用いて算定する。 

   ウ 上記ア、イの算定式によりがたい場合には、それぞれの施設に適

合した算定式を採用すること。 

 （３）管内流速 

        増圧装置の流入側の給水管流速は、原則として２．０ｍ／sec 以下

とすること。 

（４）増圧装置による増加圧力 

        増圧装置の増加圧力は、末端最高位の給水器具を使用するために必

要な圧力を確保できるように設定する。 

     ＰＰ≧Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４＋０．０５MPa －Ｐ０ 

      ＰＰ：増圧装置による増加圧力 
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      Ｐ１：高低差による圧力損失 

            Ｐ２：給水管摩擦及び器具の圧力損失（継手、弁類を含む） 

      Ｐ３：量水器の圧力損失 

Ｐ４：逆流防止器の圧力損失 

      0.05 MPa ：給水装置内の末端又は最高位での最小動水圧 

Ｐ０：増圧装置入口圧力 

注）Ｐ０：配水管最小動水圧から増圧装置までの給水装置の

圧力損失を減じたもの。 

 

４ 増圧装置及び設置方法等 

増圧装置の設置方法等は次の各号の事項によるものとする。 

（１）増圧装置の口径は、増圧装置流入側の給水管口径と同等以下とする。 

（２）原則として、一建物１ユニットとする。 

ただし、同一敷地内の複数棟合計瞬時最大の給水管流速が２．０

ｍ／sec 以下である場合は、複数建物１ユニットで給水ができるも

のとする。 

なお、この場合において、道路、河川、境界及び塀等で分断され

ない同一敷地内であること。 

（３）原則として、一階又は地階部分の屋内に設置すること。 

また、配水管より低いところに設置する場合は、給水管を一度地上

に上げて空気弁を設置すること。 

（４）自動停止の設定水圧は、０．０５MPa（０．５㎏ f/cm２）とし、自

動復帰の設定水圧を０．０７MPa（０．７㎏ f/cm２）とすること。 

 （５）増圧装置の流入管及び流出管の接合部には適切な防振対策を施すこ

と。 

 （６）居住空間に隣接して設置する場合は、防音対策を施すこと。 

  （７）維持管理が容易に出来るよう必要なスペースが確保できる場所に設

置すること。 

 

５ 増圧装置以下の配管 

増圧装置以下の配管は、次に掲げる事項によるものとする。 

 （１）停滞空気が発生しない構造とする。 

 （２）衝撃防止及び凍結防止のための必要な措置を講ずる。 

 （３）複数の立上り管による給水の場合、維持管理が容易な場所に止水器

具を設置すること。 

（４）必要に応じて逆流防止器を設置する場合、点検作業スペースの確保

について考慮すること。 

 （５）給水管の口径を流水音の低減、損失水頭の軽減、水撃圧の緩衝等の

目的から立上り配管などで、前後の配管より増径する場合は、２段階

以内とし、末端の吐出口は経由した量水器より小さいこと。 

（６）建物内に量水器を設置する場合、量水器回りの配管は別に定める「受

水槽以下装置に設置する量水器の設置基準」の「直読式量水器装置の

設置基準」による。 
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 （７）低階層等で、給水圧が過大になる場合には、必要に応じ減圧するこ

と。 

 （８）圧力が高くなる部分には、その圧力に応じた最高使用圧力を有する

材料を使用すること。 

（９）必要に応じて、集合住宅等の給水立て管頂部には、停滞した空気を

自動排出する機能と管内に負圧が生じた場合に多量の空気を吸気して

給水管内の負圧を解消する機能をもつ吸排気弁を配置すること。また、

吸排気弁を設置する場合は吸排気口周りの水跳ね防止策（ドレーンパ

イプ等）を設けること。 

 

６ 減圧式逆流防止器 

減圧式逆流防止器を設置する場合は、次に掲げる事項によるものとす

る。 

（１）減圧式逆流防止器の流入側にストレーナーを設置する。 

（２）減圧式逆流防止器は適切な吐水口空間を確保した間接排水とするこ

と。 

（３）減圧式逆流防止器は、建物内又は地上に設置することを基本とする。 

なお、建物内に設置する場合は、排水先を考慮すること。 
 
７ 保守管理 

増圧装置を含む給水装置の管理責任は、所有者にあり、次の事項に留

意すること。 

（１）増圧装置の異常、故障時に備え、外部警報盤を管理人室等に設置す

るとともに、管理業者と維持管理契約を結ぶなどし、緊急時の対応を

図ること。 

（２）増圧装置の異常、故障時に備え、増圧装置本体にメーカ等の連絡先

を明示すること。 
 
８ 提出書類 

直結増圧式給水方式を申請する場合は、給水条例施行規程第２条の規

定による工事の承認申請時に次の書類を添付すること。 

（１）直結給水用増圧装置設置条件承諾書 

（２）水理計算書 
 

附 則 

この要領は、平成１０年４月１日から施行する。 
 
附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成１２年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行前に改正前の直結増圧式給水方式に係る実施要領の規

定により調製した用紙は、この要領の施工後においても、当分の間、所

要の調整をして使用することができる。 
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附 則 

この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 
 
附 則 

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 
 

附 則 

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
 

附 則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 
 
附 則 

この要領は、平成２０年８月１日から施行する。 
 
附 則 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 
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直結給水用増圧装置設置条件承諾書 
年  月  日 

千葉県企業局長  様 
 

水 栓 番 号  
設 置 場 所  
設置者 住所  

（所有者） 氏名 印 
 電話  

 
 
 
 

直結増圧式給水方式による給水のために直結給水用増圧装置を設置するにあたり、下

記の条件を承諾いたします。 
記 

１ 使用者への周知 
次の特徴を理解し、使用者等に周知させるとともに，増圧装置による給水についての

苦情を千葉県企業局に一切申し立てません。 
① 増圧装置が停電や故障等により停止した時に、断水となり水の使用が出来なくな

ること。 
② 増圧装置を設置した場合は、受水槽のような貯留機能がないため、計画的な断水

及び緊急的な断水の際に、水の使用が出来なくなること。 
２ 定期点検について 

増圧装置、減圧及び逆流防止装置の機能を適正に保つため、適宜、保守点検及び修理

を行うとともに、専門知識を持った関係者により、年１回の定期点検を行います。 
３ 断水時の対応について 

計画的な断水及び緊急的な断水における増圧装置の停止、復旧操作等の保守管理は設

置者の責任において行います。 
４ 損害の補償について 

増圧装置の設置に起因して、逆流または漏水が発生し、千葉県企業局若しくはその他

の使用者等に損害を与えた場合は、責任をもって補償いたします。 
５ 既設配管使用の責任について 

既設の受水槽以下の装置を使用し、増圧装置を設置した場合は、これに起因する漏水

等の事故については、設置者（所有者）または使用者等の責任において解決します。 
６ 条例・規定の遵守 

上記条項のほか、取扱い上なお必要な事柄については、千葉県水道事業給水条例及び

同施行規程を遵守して施行します。 
７ 紛争の解決 

上記各項の条件を使用者等に周知徹底させ、増圧装置に起因する紛争等については、

当事者間で解決し、千葉県企業局に一切迷惑をかけません。 

個人が提出する場合は、設置者（所有者）の氏名を自署するこ

とにより、押印を省略することができる。 
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参考資料  
 

 
１ 直結増圧式給水方式標準図  

 
２ 直結増圧式給水方式の給水形態  

 
３ 直結増圧式給水方式における動水勾配線図  

 
４ 瞬時最大給水量及び給水管口径早見表  
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給 水 形 態 
１ 直結増圧式                             ２ 直結増圧式  
  一建物一個量水器設置             各戸に量水器設置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 直結増圧式受水槽式（高置式）      ４ 直結増圧式受水槽式（高置式） 

一建物一個量水器設置             各戸に量水器設置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 直結増圧式               ６ 直結増圧式 

直結直圧式併用               直結直圧式併用 
一建物一個量水器設置             各戸に量水器設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

ＢＰ ＢＰ 

ＢＰ ＢＰ 

ＢＰ 
ＢＰ 
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７ 直結増圧式受水槽式併用 
 
 
 
 
 
 
 受水槽が適当な業態 
 
 
 
 
 
８ 直結増圧式 

複数の建物に給水 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９ 直結増圧式               １０ 直結増圧式 

受水槽及び高置水槽を撤去し給水        受水槽及び高置水槽を撤去し給水 
          吸排気弁を設置                     吸排気弁を設置 
 
 
 
 

Ｐ ＢＰ 受水槽 

ＢＰ ＢＰ 

ＢＰ ＢＰ 
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0.05Mpa 
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【戸数から予測する方法】瞬時最大給水量及び給水管口径早見表 

戸数 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

最大給水量 0.88  1.01  1.11  1.19  1.26  1.33  1.39  1.45  1.50  1.58  1.67  1.77  1.86  1.94  

給水管口径 25 25 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40  
戸数 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

最大給水量 2.03  2.11  2.20  2.28  2.36  2.43 2.51 2.59 2.66 2.74 2.81 2.88 2.95 3.02 

給水管口径 40 40 40 40 40 40 40 50 50 50 50 50 50 50  
戸数 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 

最大給水量 3.09 3.16 3.23 3.30 3.36 3.43 3.49 3.56 3.62 3.69 3.75 3.81 3.87 3.94 

給水管口径 50 50 50 50 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 

最大給水量 4.00 4.06 4.12 4.18 4.24 4.30 4.35 4.41 4.47 4.53 4.58 4.64 4.70 4.75 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 

最大給水量 4.81 4.86 4.92 4.97 5.03 5.08 5.14 5.19 5.24 5.30 5.35 5.40 5.46 5.51 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 

最大給水量 5.56 5.61 5.66 5.71 5.76 5.82 5.87 5.92 5.97 6.02 6.07 6.11 6.16 6.21 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 

最大給水量 6.26 6.31 6.36 6.41 6.46 6.50 6.56 6.60 6.65 6.69 6.74 6.79 6.83 6.88 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 100 101 102 103 104 105 106 107 108 109 110 111 112 113 

最大給水量 6.93 6.97 7.02 7.07 7.11 7.16 7.20 7.25 7.29 7.34 7.38 7.43 7.47 7.52 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 114 115 116 117 118 119 120 121 122 123 124 125 126 127 

最大給水量 7.56 7.61 7.65 7.70 7.74 7.78 7.83 7.87 7.92 7.96 8.00 8.05 9.09 8.13 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75  
戸数 128 129 130 131 132 133 134 135 136 137 138 139 140 141 

最大給水量 8.17 8.22 8.26 8.30 8.34 8.39 8.43 8.47 8.51 8.55 8.60 8.64 8.68 8.72 

給水管口径 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 

単位：最大給水量（瞬時）・・・L／sec、給水管口径（呼び径）・・・mm 
１ 瞬時最大給水量は「戸数から予測する方法（給水装置工事技術指針）」により算定 

Ｑ＝４２Ｎ0.33      （１０戸未満） 
Ｑ＝１９Ｎ0.67    （１０戸以上６００戸未満） 

２ 口径は、流速（２．０ｍ／sec以内）から単純に算出した最小口径であり、給水管口径を決定する場合に

は、現場条件の損失水頭を考慮すること。 

３ 給水管口径の計算値 
呼び径  ２５ｍｍ ・・・・・ ２６ｍｍ （１．０６L／sec） 

４０ｍｍ ・・・・・ ４０ｍｍ （２．５１L／sec） 
５０ｍｍ ・・・・・ ４６ｍｍ （３．３２L／sec） 
７５ｍｍ ・・・・・ ７５ｍｍ （８．８３L／sec） 



【居住人数から予測する方法】瞬時最大給水量及び給水管口径早見表

Q=26P0.36

人数 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

最大給水量 0.56 0.65 0.72 0.78 0.83 0.88 0.92 0.96 1.00 1.03 1.07 1.10 1.13 1.15

給水管口径 20 25 25 25 25 25 25 25 25 25 40 40 40 40

人数 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

最大給水量 1.18 1.21 1.23 1.26 1.28 1.30 1.32 1.34 1.37 1.39 1.41 1.42 1.44 1.46

給水管口径 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

Q=13P0.56

人数 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43

最大給水量 1.48 1.49 1.51 1.54 1.57 1.59 1.62 1.64 1.67 1.69 1.71 1.74 1.76 1.79

給水管口径 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

人数 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57

最大給水量 1.81 1.83 1.85 1.88 1.90 1.92 1.94 1.96 1.99 2.01 2.03 2.05 2.07 2.09

給水管口径 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

人数 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71

最大給水量 2.11 2.13 2.15 2.17 2.19 2.21 2.23 2.25 2.27 2.29 2.31 2.33 2.34 2.36

給水管口径 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

人数 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85

最大給水量 2.38 2.40 2.42 2.44 2.45 2.47 2.49 2.51 2.53 2.54 2.56 2.58 2.60 2.61

給水管口径 40 40 40 40 40 40 40 40 50 50 50 50 50 50

人数 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

最大給水量 2.63 2.65 2.66 2.68 2.70 2.71 2.73 2.75 2.76 2.78 2.80 2.81 2.83 2.85

給水管口径 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

人数 100 101 102 103 104 105 106 107 108 109 110 111 112 113

最大給水量 2.86 2.88 2.89 2.91 2.92 2.94 2.96 2.97 2.99 3.00 3.02 3.03 3.05 3.06

給水管口径 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

人数 114 115 116 117 118 119 120 121 122 123 124 125 126 127

最大給水量 3.08 3.09 3.11 3.12 3.14 3.15 3.17 3.18 3.20 3.21 3.23 3.24 3.26 3.27

給水管口径 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

人数 128 129 130 131 132 133 134 135 136 137 138 139 140 141

最大給水量 3.28 3.30 3.31 3.33 3.34 3.36 3.37 3.38 3.40 3.41 3.43 3.44 3.45 3.47

給水管口径 50 50 50 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75

　　単位：最大給水量（瞬時）・・・L/sec、給水管（呼び径）・・・mm

１　瞬時最大給水量は「居住人数から予測する方法（給水装置工事技術指針」により算定

Ｑ＝２６Ｐ０．３６ （１人～３０人）

Ｑ＝１３Ｐ０．５６ （３１人～２００人）

Ｑ＝６．９Ｐ０．６７ （２０１人～２０００人）

２　口径は、流速（２．０ｍ／sec以内）から単純に算出した最小口径であり、給水管口径を決定する場合に

　は、現場条件の損失水頭を考慮すること。

３　給水管口径の計算値

呼び径 ２５ｍｍ ・・・・・ ２６ｍｍ （１．０６L／sec）

４０ｍｍ ・・・・・ ４０ｍｍ （２．５１L／sec）

５０ｍｍ ・・・・・ ４６ｍｍ （３．３２L／sec）

７５ｍｍ ・・・・・ ７５ｍｍ （８．８３L／sec）
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